【記載例】情報取得・不動産情報・当事者目録（債務者外国人）
	[bookmark: _GoBack]当　　事　　者　　目　　録

〒１００－０００１　東京都千代田区霞が関○丁目○番○号（送達場所）
                        申立人　　○○商事株式会社
                        代表者代表取締役　　甲　野　太　郎
電話番号　○○－○○○○－○○○○
　　　　　　　　　　Ｆ Ａ Ｘ　○○－○○○○－○○○○国外の住所や外国人の氏名がアルファベットの場合，カタカナ表記を記載しないと不該当の回答になるおそれあり（不動産登記法上，アルファベットは用いられていない。）


[bookmark: _Hlk64756394]〒１０２－８２２５　　　東京都千代田区九段南１丁目１番１５号住民票に漢字表記が併記されている場合，漢字表記も記載しないと不該当の回答になるおそれあり


　九段第２合同庁舎
　　　　　　　　　　　　第三者　　東　京　法　務　局

シンガポール共和国　コネティカットロード○○生年月日を記載しないと債務者を特定できず，不該当の回答となるおそれあり

                　　　　債　　　務　　者　　劉　邦（Liu Bang）
　《債務者の特定に資する事項》氏名や住所が公的書類（住民票）と完全に一致する文字表記により記載されていないと不該当の回答となるおそれあり

⑴　氏名のカタカナ表記　　　リュウ　ホウ，リュー　バン
⑵　生年月日　　　　　　　　○○○○年○○月○○日
⑶　旧住所　　　　　　　　　東京都○○区○○町○丁目○番○号
⑷　通称　　　　　　　　　　劉田邦夫



住民票に記載された通称を記載しないと不該当の回答になるおそれあり

※原則として，登記所への情報提供命令には，申立人が作成した当事者目録が添付され，登記所は，その当事者目録の表記に基づき検索を行うことになる。
